
職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成18年12月26日

鳥取県人事委員会委員長 佐 蔵 絢 子

鳥取県人事委員会規則第41号

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「削除号」という。）を削り、同

表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下この条において「追加条等」という。）を

加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除号を除く。以下この条において「改正部分」という。）に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（追加条等を除く。以下この条において「改正後部分」とい

う。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在し

ない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分

を加える。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章～第６章 略 第１章～第６章 略

附則

（経験年数を有する者の号給の調整） （経験年数を有する者の号給の調整）

第５条 新たに職員となった者のうち経験年数を有す 第５条 新たに職員となった者のうち経験年数を有す

る者の号給は、第３条の２第１項の規定による号給 る者の号給は、第３条の２第１項の規定による号給

（前条の規定の適用を受ける者にあっては、同条の （前条の規定の適用を受ける者にあっては、同条の

規定による号給）の号数に、次に掲げる区分に応じ、 規定による号給）の号数に、次に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める数（１未満の端数があるときは、 当該各号に定める数（１未満の端数があるときは、

これを切り捨てた数）に４（新たに職員となった者 これを切り捨てた数）に４（新たに職員となった者

が行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級 が別表第13の備考に規定する特定職員であるとき

が６級以上であるもの又は第12条に規定する職員 は、３）を乗じて得た数を加えて得た数を号数とす

（以下「特定職員」という。）であるときは、３） る号給（人事委員会が定める者にあっては、当該号

を乗じて得た数を加えて得た数を号数とする号給 給の数に３を超えない範囲内で人事委員会が定める

（人事委員会が定める者にあっては、当該号給の数 数を加えて得た数を号数とする号給）とすることが

に３を超えない範囲内で人事委員会が定める数を加 できる。

えて得た数を号数とする号給）とすることができる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

（昇格） （昇格）

第８条 職員を昇格させる場合には、その職務に応じ、第８条 職員を昇格させる場合には、その職務に応じ、

かつ、級別資格基準表に定める資格基準に従い、そ かつ、級別資格基準表に定める資格基準に従い、そ



の者の属する職務の級を１級上位の職務の級（次の の者の属する職務の級を１級上位の職務の級に決定

各号に掲げる給料表の適用を受ける職員の区分に応 するものとする。この場合において、その職務の級

じ、その職務の級を当該各号に定める級以上に昇格 について必要経験年数及び必要在級年数が定められ

させる場合で人事委員会が定めるときに限り、上位 ているときは、そのいずれかを資格基準とする。

の職務の級）に決定するものとする。この場合にお

いて、その職務の級について必要経験年数及び必要

在級年数が定められているときは、そのいずれかを

資格基準とする。

(１) 行政職給料表 ６級

(２) 公安職給料表 ７級

(３) 教育職給料表(１) ３級

(４) 教育職給料表(２) ３級

(５) 研究職給料表 ４級

(６) 医療職給料表(１) ３級

(７) 医療職給料表(２) ６級

(８) 医療職給料表(３) ６級

２及び３ 略 ２及び３ 略

（行政職給料表の６級以上の職員に相当する職員） （行政職給料表の６級以上の職員に相当する職員）

第12条 給与条例第４条第６項の行政職給料表以外の 第12条 給与条例第４条第６項の人事委員会規則で定

各給料表の適用を受ける職員でその職務の級が行政 める職員は、次の各号に掲げる給料表の適用を受け

職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級 る職員の区分に応じ、その職務の級が当該各号に定

以上であるものに相当するものとして人事委員会規 める級以上である職員とする。

則で定める職員は、第８条第１項第２号から第８号

までに掲げる給料表の適用を受ける職員の区分に応

じ、その職務の級が当該各号に定める級以上である

職員（給与条例第７条の２第１項の規定により管理

職手当を支給される職員に限る。）とする。

(１) 公安職給料表 ７級

(２) 教育職給料表(１) ３級

(３) 教育職給料表(２) ３級

(４) 研究職給料表 ４級

(５) 医療職給料表(１) ３級

(６) 医療職給料表(２) ６級

(７) 医療職給料表(３) ６級

（初任層職員）

第12条の２ 給与条例第４条第６項の行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が２級以下である

もののうち人事委員会規則で定める職員及び同表以

外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

これに相当するものとして人事委員会規則で定める

職員は、昇給日の前日に属する職務の級がその者に

適用される給料表の区分に応じ、特定級号給表（別

表第13）の職務の級欄に定める職務の級である職員



であって、次に掲げる職員以外のもの（部局内の他

の職員との均衡上特に必要があるとしてあらかじめ

人事委員会の承認を得た職員を含む。昇給号給数表

（別表第14）において「初任層職員」という。）と

する。

(１) 昇給日の前日に属する職務の級の区分に応

じ、同日における号給が特定級号給表の号給欄に

掲げる号給を超える職員

(２) 新たに職員となった日以後の期間（以下「採

用後期間」という。）が特定級号給表の適用年数

欄に掲げる年数（以下「適用年数」という。）を

超える職員

(３) 新たに職員となった日前に職員として在職し

た期間（以下「職員経験期間」という。）がある

職員のうち、職員経験期間に採用後期間を加えた

期間が適用年数を超えることとなる職員（前号に

掲げる職員を除く。）

(４) 採用後期間（職員経験期間がある職員にあっ

ては、職員経験期間に採用後期間を加えた期間）

が２年以下の職員（公安職給料表の適用を受ける

職員に限る。）

（昇給区分及び昇給の号給数） （昇給区分及び昇給の号給数）

第13条 職員を給与条例第４条第５項の規定による昇 第13条 職員を給与条例第４条第５項の規定による昇

給をさせる場合の号給数は、当該職員の勤務成績に 給をさせる場合の号給数は、当該職員の勤務成績に

応じて決定される昇給の区分（以下この条において 応じて決定される昇給の区分（以下この条において

「昇給区分」という。）に応じて昇給号給数表に定 「昇給区分」という。）に応じて昇給号給数表（別

める号給数とする。この場合において、昇給区分を 表第13）に定める号給数とする。この場合において、

Ｅに決定された職員は、昇給しない。 昇給区分をＥに決定された職員は、昇給しない。

２～７ 略 ２～７ 略

（復職時等における号給の調整） （復職時等における号給の調整）

第17条 休職にされ、若しくは地方公務員法第55条の 第17条 休職にされ、若しくは地方公務員法第55条の

２第１項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」 ２第１項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」

という。）を受けた職員が復職し、外国派遣職員、 という。）を受けた職員が復職し、外国派遣職員、

公益法人等派遣職員、地方公務員の育児休業等に関 公益法人等派遣職員、地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第110号）第２条第１項に する法律（平成３年法律第110号）第２条第１項に

規定する育児休業（以下「育児休業」という。）若 規定する育児休業（以下「育児休業」という。）若

しくは教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第 しくは教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第

26条第１項に規定する大学院修学休業（以下「大学 26条第１項に規定する大学院修学休業（以下「大学

院修学休業」という。）をした職員が職務に復帰し、 院修学休業」という。）をした職員が職務に復帰し、

又は職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６ 又は職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６

年鳥取県条例第35号。以下「勤務時間条例」という。） 年鳥取県条例第35号。以下「勤務時間条例」という。）

第15条若しくは県費負担教職員の勤務時間、休暇等 第15条若しくは県費負担教職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下「県 に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下「県



費負担教職員勤務時間条例」という。）第13条に規 費負担教職員勤務時間条例」という。）第13条に規

定する病気休暇、勤務時間条例第17条及び県費負担 定する病気休暇、勤務時間条例第17条及び県費負担

教職員勤務時間条例第15条に規定する無給休暇若し 教職員勤務時間条例第15条に規定する無給休暇若し

くは職務に専念する義務の特例に関する規則（平成 くは職務に専念する義務の特例に関する規則（平成

６年鳥取県人事委員会規則第16号。以下「職務専念 ６年鳥取県人事委員会規則第16号。以下「職務専念

特例規則」という。）第２条の表第７号の場合にお 特例規則」という。）第２条の表第７号の場合にお

ける義務免除若しくは県費負担教職員の勤務時間、 ける義務免除若しくは県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規 休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規

則第17号）第15条の表第28号に規定する場合に該当 則第17号）第15条の表第28号に規定する場合に該当

するものとして承認された休暇のため勤務しなかっ するものとして承認された休暇のため勤務しなかっ

た職員が再び勤務するに至った場合においては、休 た職員が再び勤務するに至った場合においては、休

職期間、専従許可の有効期間、派遣期間、大学院修 職期間、専従許可の有効期間、派遣期間、大学院修

学休業の期間又は休暇若しくは義務免除の期間（以 学休業の期間又は休暇若しくは義務免除の期間（以

下「休職等の期間」という。）を休職期間等調整換 下「休職等の期間」という。）を休職期間等調整換

算表（別表第15）により換算して得た期間又は育児 算表（別表第14）により換算して得た期間又は育児

休業をした期間の２分の１に相当する期間を引き続 休業をした期間の２分の１に相当する期間を引き続

き勤務したものとみなして、復職し、職務に復帰し、 き勤務したものとみなして、復職し、職務に復帰し、

又は再び勤務するに至った日（以下「復職等の日」 又は再び勤務するに至った日（以下「復職等の日」

という。）及び復職等の日後における最初の昇給日 という。）及び復職等の日後における最初の昇給日

又はそのいずれかの日に人事委員会が定めるところ 又はそのいずれかの日に人事委員会が定めるところ

により、昇給の場合に準じてその者の号給を調整す により、昇給の場合に準じてその者の号給を調整す

ることができる。 ることができる。

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を次のように改正する。

別表第13を次のように改める。

別表第13（第12条の２関係）

特定級号給表

給料表 職務の級 号給 適用年数

１級 72号給
行 政 職 給 料 表 ６年

２級 32号給

１級 64号給

公 安 職 給 料 表 ２級 56号給 ４年

３級 44号給

１級 60号給
教育職給料表(１) ４年

２級 40号給

１級 60号給
教育職給料表(２) ４年

２級 52号給

１級 76号給
研 究 職 給 料 表 ６年

２級 40号給

１級 68号給
医療職給料表(２) ６年

２級 40号給

１級 60号給
医療職給料表(３) ６年

２級 44号給



別表第14を別表第15とし、別表第13の次に次の１表を加える。

別表第14（第12条の２・第13条関係）

昇給号給数表

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ職員の区分

一般特定職員 ７号給以上 ６号給又は５号給 ３号給 ２号給

一 般 職 員 ８号給以上 ６号給 ４号給 ２号給

初 任 層 職 員 ８号給以上 ７号給 ５号給 ２号給

昇給抑制職員 ４号給以上 ３号給 ２号給 １号給

備考 １ 「一般特定職員」とは、特定職員のうち昇給抑制職員以外の職員をいう。

２ 「一般職員」とは、一般特定職員、初任層職員及び昇給抑制職員のいずれにも該当しない職員

をいう。

３ 「昇給抑制職員」とは、給与条例第４条第７項の規定の適用を受ける職員をいう。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成19年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（適用区分）

２ この規則による改正後の職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（以下「新規則」という。）第12

条の２の規定は、施行日以後に新たに職員となった者に適用する。

（経過措置）

３ 平成14年４月１日から施行日の前日までの間に新たに職員となり、引き続いて在職する者であって、昇給日

（新規則第10条に規定する昇給日をいう。）の前日に属する職務の級が新規則別表第13の職務の級欄に掲げる

級であり、かつ、同日における号給が同表の号給欄に掲げる号給以下であるもののうち、部局内の他の職員と

の均衡上必要と認められるものは、新たに職員となった日の属する附則別表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、

同表の右欄に掲げる日を越えない範囲内において部局内の他の職員との均衡を考慮して任命権者が定める日ま

での間に限り、新規則第12条の２に規定する初任層職員とみなして新規則の規定（新規則第12条の２の規定を

除く。）を適用する。

（委任）

４ 前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

附則別表（附則第３項関係）

平成14年４月１日から平成17年３月31日まで 平成21年１月１日

平成17年４月１日から施行日の前日まで 平成24年１月１日


